
 

 

 

 

 

 

 

  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ため池の管理者又は所有者が防災を目的とした工事（洪水吐能力の向上や

低水位管理に取り組むための施設整備工事など）を実施する場合、30 日

前までに各市町ため池担当部署へ工事計画の届出が必要となります。 

「特定（農業用）ため池」に指定されたため池の一覧は県のホームページで確認できます。 
（兵庫県ホームページ＞食・農林水産＞環境整備＞農地・ため池・水路＞特定ため池） 
（http://web.pref.hyogo.lg.jp/nk11/tokuteitameike_bousaijyuutentameike.html） 

「特定（農業用）ため池」の確認方法は 

●  １ 

ため池を適正に保全するため、堤体の掘削・盛土・切土や水底の掘削、竹木

の植栽、洪水吐の形状変更などのため池の保全に影響のある行為を行うには

県（各県民局土地改良事務所・センター等）の許可が必要となります。 

  ２ 

「ため池管理保全法」（令和元年７月施行）・「県ため池保全条例」（令和元年７月

改正）に基づいて、決壊すると下流の住宅や公共施設等に被害を及ぼすおそれの

ある ため池を、県が「特定（農業用）ため池」として指定しています。 

「特定（農業用）ため池」に指定されると 

R4.1 農村環境室 作成 

ＱＲコードを読み取ることにより確認できます。 

「特定農業用ため池」：法の規定に基づく指定、「特定ため池」：条例の規定に基づく指定 

ため池変更届の提出のお願い 

管理者が交代した場合など、届出内容に変更があった場合は変更届の提出

が必要です。 

（ため池届出書に関することは、各市町ため池担当部署へお問い合わせください。） 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

法律ができた背景 

自然災害によるため池の被災が頻発している

中、ため池の権利者の世代交代が進み、権利関係

が不明確かつ複雑となっていることや、ため池の

管理組織の弱体化により日常の維持管理に支障を

きたすおそれがあることが課題となっています。 

このため、施設の所有者等（所有者、管理者）

や行政機関の役割分担を明らかにし、ため池の

適正な管理及び保全が行われる体制を整備する

ことを目的として「農業用ため池の管理及び保全

に関する法律（令和元年 7 月 1 日施行）が制定

されました。 

「特定（農業用）ため池」のうち、人的被害を及ぼ

すおそれのある ため池を「ため池工事特措法（令和

２年 10 月施行）」に基づき「防災重点農業用ため池」

に指定しています。 

特措法有効期間内（令和 12 年度まで）に防災工事（改

修や廃止）を計画的かつ集中的に推進することとされて

おり、兵庫県においても市町と連携し、優先して防災工

事に取り組むものを計画に位置付け、令和３年３月に

『兵庫県防災工事等推進計画』を策定しました。    

現時点で計画に位置付けられていない ため池にお

いても、漏水・浸食・ひび割れなどが確認され、防災

工事を優先的に実施しなければならない事案が生じた

場合は、ため池が所在する市町に相談してください。 

特定（農業用）ため池の指定要件 

各県民局土地改良事務所・センター等お問い合わせ先 

ため池区分と防災工事の推進 

■ため池が決壊した場合に下流の住宅・公共施設等や農地・農業用施設に被害を及ぼすおそれがあるもので、下記要件に該当するもの  
・浸水区域のうちため池から 100ｍ未満に、住宅や公共施設等があるため池 
・貯水量が 1,000m3 以上で、浸水区域のうちため池から 500ｍ未満に住宅や公共施設等があるため池 
・貯水量が 5,000m3 以上で、浸水区域に住宅や公共施設等があるため池 
・土砂災害警戒区域等にため池及び住宅や公共施設等があるため池 
・かんがい農地面積が 5,000m2（0.5ha）以上であり、浸水区域に農地や農業用施設があるため池 

平成 30 年７月豪雨では多くのため池が決壊しました 


